
平成 31 年 3 月 31 日 現在

年 11 月 1 日
(移行年月日) 年 月 日)

２　組織の状況（平成30年度事業分）
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18 0 0 1 1 18 0 0 1 1 19 0 0 1 1 18 0 0 1 1 △1 

3 0 0 1 3 0 0 1 4 0 0 1 4 0 0 0 1 0

15 0 1 0 15 0 1 0 15 0 1 0 14 0 0 1 0 △1 

42 41 0 0 1 44 43 0 0 1 36 35 0 0 1 38 38 0 0 0 2

26 25 0 0 1 28 27 0 0 1 27 26 0 0 1 34 34 0 0 0 7

16 16 0 16 16 0 9 9 0 4 0 0 0 0 △5 

常勤職員 16 16 0 16 16 0 9 9 0 4 0 0 0 0 △5 

非常勤職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1 2 0 1 2 0 1 2 0 1 1

※役員・職員の兼務等特記事項については、プロパー、県職員の別を明記してください。

非正規職員
の正規職員
転換及び新
卒者採用によ
り増

平成27年度 平成29年度

県退職後2年内雇用OB 1

平成31年度県出資法人経営評価検証シート（平成30年度事業分）

１　法人の概要

設立の経緯
及び経過

主な事業内容

企画振興部 交通対策課所管部(局)課

26.7

16.8

13.3

13.9

松山空港は昭和31年民間空港として開港以来、空港ターミナルビル業務は伊予鉄道株式会
社が運営してきたが、昭和47年ジェット化以後激増する航空需要と旅客のニーズに対応する
ため、施設の拡充整備の必要に迫られた。このため、愛媛県の指導調整の下、地元行政・経
済界・航空会社などの出資による第三セクター会社として、昭和53年11月１日「松山空港ビル
株式会社」を設立し、空港ターミナルビルの運営管理業務を行うこととなった。

出資者名 出資額（千円） 出資比率（％）

株式会社伊予鉄グループ

愛媛県

ANAホールディングス株式会社

松山市

その他

法人名

代表取締役社長　清水　一郎 ホームページＵＲＬ

愛媛県松山市南吉田町2731番地先官有地 電話番号 089-973-5225

設立年月日 昭和53

平成30年度
　　　　　　年度

　区分

常勤

非常勤

役員・職員の兼
務等特記事項

役員

増減
左記の増減

理由

（単位：人）

代表者名

平成28年度

正規職員

http://www.matsuyama-
airport.co.jp

所 在 地

16整理番号

松山空港ビル株式会社

管理受託施設
（指定管理者施設を含む）

なし

松山空港ターミナルビル・貨物ビルの建物及び諸設備を所有し、
賃貸するとともに、売店の事業を行っております。

職員

非正規職員

県関係職員の実数

設立目的

松山空港ターミナルビル・貨物ビルの建物を所有し、次の事業を営むことを目的とする。
(1)貸室並びに施設の賃貸業(2)航空思想の普及及び観光に関する事項(3)物品販売業(4)酒
類･たばこ･薬品･郵便切手･収入印紙類の販売業(5)食堂･喫茶店および娯楽施設の経営(6)
損害保険の代理業(7)広告営業(8)貸自動車業(9)倉庫業(10)前各号に付帯する一切の事業

29.3330,000

300,000

188,750

150,000

156,250

基本金・資本金等 1,125,000 千円
(平成

主な出資者

非常勤役員
死去による減
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県出資法人経営評価検証シート（株式会社用） 番号 16

３　実施事業評価表 (単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

798,754 778,851 738,725 785,322 462,205 △41.1 

うち県補助金等 -

598,939 582,806 558,305 594,718 354,486 △40.4 

事業
開始年度 うち人件費 89,025 89,934 91,368 54,377 △40.5 

事業
終了年度 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

10.6 -1.2 -2.0 3.7 22.2 500.0

10.6 -1.5 -0.7 3.9 22.4 474.4

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

412,704 412,559 413,937 439,699 469,043 6.7

うち県補助金等 -

-

事業
開始年度 うち人件費 12,718 12,848 13,053 12,548 △3.9 

事業
終了年度 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

-3.2 -5.0 0.8 2.8 3.2 14.3

-

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

335,851 344,865 360,450 368,983 386,501 4.7

うち県補助金等 -

-

事業
開始年度 うち人件費 50,871 59,956 60,912 58,559 △3.9 

事業
終了年度 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

1.3 -0.5 -1.5 2.4 4.3 79.2

-

※事業計画書に記載されている主要事業については、必ず記載してください。

指標選定理由

直営店の一部テナント化による減

法人名　松山空港ビル株式会社

指標選定理由

施設設備の使用料を計上する。

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

直営店の一部テナント化による減

直営店の一部テナント化による減

売上高(事業収益)

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業名３ 区分

売上原価(事業費)

売上原価(事業費)

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

成果指標 貸室収入(%)(予算比較)

指標項目（単位）

物件（事務室等）を賃貸し､それに伴う賃料を計上する。

事業名１

指標項目（単位）

売上高(事業収益)

成果指標

売上高(%)(予算比較)

指標項目（単位）

区分

売上高(事業収益)

成果指標

売上原価(%)(予算比
較)

区分

使用料収入(%)予算
比較

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業名２

売上原価(事業費)

直営店舗の売上・売上原価

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

指標選定理由

売上高（直営売店）

※予定、見込
みがある場合

使用料収入

※予定、見込
みがある場合

貸室収入

※予定、見込
みがある場合
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(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

117,008 112,734 117,267 139,587 201,028 44.0

うち県補助金等 -

-

事業
開始年度 うち人件費 4,239 4,283 4,351 4,183 △3.9 

事業
終了年度 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

-0.7 3.4 9.1 3.4 △62.6 

-

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

111,513 109,605 107,658 112,269 121,559 8.3

うち県補助金等 -

-

事業
開始年度 うち人件費 12,718 12,848 13,053 12,548 △3.9 

事業
終了年度 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

-2.4 -1.5 2.4 3.5 45.8

-

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

54,277 55,761 62,462 60,990 60,086 △1.5 

うち県補助金等 -

-

事業
開始年度 うち人件費 8,479 8,565 8,702 8,366 △3.9 

事業
終了年度 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

-0.8 2.1 -4.3 -1.5 △65.1 

-

増床、歩率改定等による増加

売上原価(事業費)

売上原価(事業費)

事業名６ 区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

売上高(事業収益)

物件（売店・食堂）を賃貸し､それに伴う歩合賃料を計上する。

事業名５ 区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

付帯事業収入(%)(予算比較)

売上高(事業収益)

売上原価(事業費)

売店・食堂収入

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

館内に掲出している広告料を計上する。

事業名４ 区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

広告収入(%)(予算比較)

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

売店・食堂収入(%)(予算比較)

売上高(事業収益)

物件（事務室等）を賃貸し､それに伴う維持管理・共益費等を計上する。

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

※予定、見込
みがある場合

付帯事業収入

※予定、見込
みがある場合

広告収入

※予定、見込
みがある場合

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）
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県出資法人経営評価検証シート（株式会社用） 番号 16

法人名

４　財務状況（Ｈ30年度） （単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減率
(前年度比)

売上高又は営業収益 1,830,109 1,814,378 1,800,503 1,906,852 1,700,424 △10.8 

598,939 582,806 558,305 594,718 354,486 △40.4 

1,231,170 1,231,571 1,242,198 1,312,134 1,345,938 2.6

販売費及び一般管理費 788,937 797,981 848,696 930,883 933,271 0.3

442,233 433,589 393,502 381,250 412,666 8.2

営業外収益 47,537 52,178 49,880 10,018 11,731 17.1

営業外費用 382 10 170 811 3,260 302.0

489,388 485,757 443,211 390,456 421,137 7.9

特別利益 31,749 4,900 26,989 50,032 121,843 143.5

特別損失 61,098 29,515 125,831 105,035 185,447 76.6

460,039 461,142 344,369 335,452 357,532 6.6

法人税等及び法人税調整額等 172,899 159,154 111,269 108,234 114,583 5.9

当期純利益 287,140 301,987 233,100 227,218 242,949 6.9

4,932,631 5,064,877 5,330,812 5,513,370 5,974,760 8.4

2,092,239 2,241,735 2,219,621 2,310,389 2,684,105 16.2

1,972,696 2,126,494 2,088,457 2,203,728 2,524,673 14.6

2,840,392 2,823,141 3,111,190 3,202,980 3,290,655 2.7

626,575 501,834 579,668 580,008 843,449 45.4

452,110 324,346 397,136 328,036 603,197 83.9

うち短期借入金 0 0 0 0 0 -

174,465 177,487 182,532 251,972 240,251 △4.7 

0 0 0 0 0 -

4,306,056 4,563,043 4,751,144 4,933,361 5,131,311 4.0

1,125,000 1,125,000 1,125,000 1,125,000 1,125,000 0.0

3,181,056 3,438,043 3,626,144 3,808,361 4,006,311 5.2

4,932,631 5,064,877 5,330,812 5,513,370 5,974,760 8.4

【人件費内訳】（Ｈ30年度） （単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減率
(前年度比)

45,457 41,847 43,924 44,899 45,750 1.9

-

-

167,381 178,049 188,434 191,437 163,130 △14.8 

212,838 219,896 232,358 236,336 208,880 △11.6 

営業利益

台湾チャーター便増加による促進事業
費補助金の増加
空調改修工事に伴う飲食店舗休業補償
による増加

経常利益

松山空港ビル株式会社

区　　　　　分
増減理由

（個々の項目で前年度10％前後の増減及び
当該年度特有の事情による増減があった場合に記入）

【
損
益
計
算
書

】

2階直営売店のテナント化による減少

売上原価 2階直営売店のテナント化による減少

売上総利益

流動資産

うち現金預金 設備工事費の翌期支払による増加

固定資産

国際化支援事業費補助金等の増加

着陸料等等助成補助金等の増加

税引前当期純利益

負債

流動負債 設備未払金及び未払金の増加

固定負債

【
貸
借
対
照
表

】

資産

利益剰余金等

負債及び純資産合計

区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

うち長期借入金

純資産

資本金

合　　　　計

役員人件費

職員人件費

うち事業費分

うち管理費分

小　　　計
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【県の財政的関与】（Ｈ30年度） (単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減率
(前年度比)

0 0 0 0 0 -

61,485 37,386 30,859 30,035 63,363 111.0

0 0 0 0 0 -

0 0 0 0 0 -

0 0 0 0 0 -

0 0 0 0 0 -

　県　支　出　金　計 61,485 37,386 30,859 30,035 63,363 111.0

0 0 0 0 0 -

0 0 0 0 0 -

(単位：千円）

金額

63,363

【財務関係指標】（Ｈ30年度） (単位：％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減

3.3 2.0 1.7 1.6 3.7 2.1

0.0 0.0 - - - -

15.3 15.9 16.5 15.5 16.2 0.7

87.3 90.1 89.1 89.5 85.9 △3.6 

流動比率 462.8 691.2 558.9 704.3 445.0 △259.3 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

区　　　　　分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

負　担　金

うち再委託額

貸　付　額

貸付残高(期末)

補　助　金 増便による増加等

委　託　料

うち指定管理委託料

負担金

補助金 松山空港国際化支援事業費補助金
国際線定期航空路線運航会社の空港施設使用料、着陸料等に係る当法人
の助成相当額の県負担

損失補償に係る債務負担残高（期末）

【県の財政的関与の内訳】　(H30年度）

区分 名称 左記の内容

委託料

貸付金

県受託事業の再委託度
県からの受託事業の外部委託費÷県か
らの受託事業費×100

損失補償

区　　　　　分 指標計算式

県財政支出依存度
県からの補助金等（補助金・負担金・委
託金）÷経常収益計×100

（流動資産÷流動負債）×100

借入金依存率
（長期借入金＋短期借入金）÷資産×
100

人件費比率
人件費÷(売上原価＋販売費及び一般
管理費)×100

正味財産比率又は自己資本比率 純資産÷（負債＋純資産）×100
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県出資法人経営評価検証シート（株式会社用） 番号 16

５　法人の現状及び過去の評価結果

６　令和元年から令和４年における２次評価内容

７　県出資法人経営評価指針に基づく今後の課題と取組実績
　（１）出資法人の自主性・自立性の向上
　　　○組織体制の見直し、役職員数及び給与制度の見直し

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

法人の現状

県出資法人改革プランに
基づく最終点検評価結果

（平成22年度総評）

県出資法人経営評価指針
に基づく経営評価結果

（平成23～25年事業総括）

令和元年

令和２年

県出資法人経営評価指針
に基づく経営評価結果

（平成26～29年事業総括）

①30年度の財務状況は、29年度と比較して、当期純利益が15,731千円、利益剰余金が
＊197,949千円増加している。
＊松山空港では、国際線運航便数の増加等により乗降客数が増加しており、テナント賃
＊料、免税売店の売上高及び空港施設・設備の使用料収入の増加等により、安定した経
＊営が行われている。
②空港設備については、天井の耐震化工事や国際線保安検査場へのボディースキャナー
＊導入などの安心・安全対策を実施しているほか、館内の案内表示の改修や国際線搭乗
＊待合室の座席の増設などの利便性・快適性の向上にも取り組んでいる。
＊引き続き、更なる安全性と利便性の向上に取り組み、愛媛の空の玄関口として、魅力あ
＊る空港づくりに努めること。
③フェイスブックを活用し、空港利用案内のみならず、観光案内も行っていることは評価で
＊きる。引き続き、ホームページやＳＮＳなどの多様な媒体を活用した効果的な情報発信
＊に努め、松山空港利用者の拡大を図ること。
＊なお、ホームページ等での財務状況に関する情報の提供に当たっては、説明責任を果
＊たす観点から、正確で分かりやすい表現に努めるほか、事業ごとの収支等の記載にも
＊努めること。

○　平成26年度については、ＬＣＣの就航により新規需要が創出され過去最高の乗降客数
になるとともに、直営売店の売上高、テナントの売店収入及び食堂収入が共に増加し、経
常利益が対前年度比1.9％の増加となり黒字を計上したことは評価できる。
○　ビジネスラウンジやレストラン、ターミナルビルのトイレ等の改修、館内照明のＬＥＤ化
などの設備投資により、利用者の快適性・利便性の向上に努めており、更に魅力ある空港
づくりに取り組むこと。また、11月上旬にソウル便が再開されたことから、免税売店の売上
高の伸びを期待する。

取り組むべき課題
組織の効率化と機能強化を図った4部体制、評価給の導入による能力に応じた給与制度
を引き続き維持したい。役員は定款の取締役数17名以内、監査役数4名以内の定めの範
囲を維持いたしたい。

令和３年

取
組
内
容

空港経営を主体的に担う組織の確立と人材の確保・育成。

令和４年

法人名　松山空港ビル株式会社

　平成30年度の松山空港の利用者数は、国際線の増便や訪日外国人旅行者の増加等に
より、2年連続で年間300万人を達成し、5年連続で過去最高を更新した。近年の経営状況
は、空港利用者の増加に伴い、安定した経営を維持しているところではあるが、設備の老
朽化が進み、更新・維持・補修に多大なコストがかかっている状況である。空港経営改革
(空港ﾀｰﾐﾅﾙ、駐車場等の非航空系事業と滑走路等の航空系事業の一体運営)について
は、当法人の将来を左右する重大な問題であり、先行している仙台空港等の状況を確認し
ながら、各関係機関と十分に連携・協議を重ねて対処していきたい。

・　国は空港経営の抜本的効率化を図っており、空港関連企業である当法人を取り巻く経
営環境は大きく変わろうとしているため、将来予想される経営環境の変化に備えるととも
に、今後とも法人のガバナンス強化と内部留保の必要性を含めた県民への情報開示に努
めていただきたい。
・　愛媛の空の玄関として、高い公共性を保ちながら、民間企業としての利点を発揮し、松
山空港利用促進協議会など関係機関と連携しながら、魅力ある空港づくりに取り組んでも
らうことを今後も期待したい。

○　評価期間を通じて安定して高い利益を計上し続けていることは評価できる。
○　現在、国において、国管理空港の基本施設の運営を含めた空港の一体的運営の民間
委託を推進する空港経営改革が進められているところであり、松山空港に関しては特に今
のところ動きはないものの、引き続きその動向を注視するとともに、関係機関と連携しなが
ら適切に対処していただきたい。

16-6 



　　　○経営基盤の充実強化、経営におけるＰＤＣＡサイクルの実践

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　（２）県の関与の適正化
　　　○財政的関与の見直し

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　　○人的関与の見直し

共通

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

　　○出資法人の活用

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

取
組
内
容

①航空旅客の拡大②旅客以外の利用客の拡大③空港経営体力・能力の確立

計画に基づいた経営を行い経営基盤の充実・強化に努めたい。

取り組むべき課題 空港利用者への上質なサービスの提供及び地域社会への貢献。

取
組
内
容

松山空港の利便性向上及び利用者サービスの向上。

取り組むべき課題
空港ビルは、公共性、公益性の高い基盤施設であるため、引き続き県の財政的関与（出
資率）を維持する必要がある。

取
組
内
容

国際線の搭乗率に応じて、空港ビルが航空会社に対して行った空港施設使用料等の助成
相当額に対し補助を行っている「松山空港国際化支援事業費補助金」については、実質的
には運航航空会社に対する支援であり、空港ビルの収支とは関係なく、国際定期航空路
線を維持するため、やむを得ないものと判断している。

取り組むべき課題

取り組むべき課題
常勤監査役及び総務部長に県退職者が就任し、雇用されているが、空港ビルは松山空港
の利便性向上及び利用者サービス向上という公共的使命の達成のため、県との連携が不
可欠である。

取
組
内
容

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

※特に、産業振興や地域活性化への関与、貢献に当たる取組みや事業を記載してください。

※プロパー職員育成計画等を作成している場合は添付してください。
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　（３）法人情報等の積極的な開示等
　　○法人情報の公開

共通
令和元年
令和２年
令和３年
令和４年

　　○認知度の向上

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

８　令和元年度評価
　（１）１次評価

　（２）２次評価

取り組むべき課題 当社ホームページにて情報を公開している。（決算広告、経営情報）

取
組
内
容

法人による評価

　基幹路線の羽田・伊丹便が前年度を上回ったほか、ソウル線の増便や2018年3月に就
航した札幌便、台湾チャーター便などの効果により、2年連続で300万人を突破するととも
に、5年連続で過去最高の乗降客数となった。国際線の就航便数増加による免税売店売
上高及び施設設備使用料の増加、直営店の一部テナント化による人件費削減等により、
増益となった。
30年度は、天井の脱落防止措置として耐震化工事を実施するとともに、館内サインをピクト
グラムで見やすく分かり易いように改修した。また、テロに強い空港を目指し、国際線保安
検査場に先進的な保安検査機器であるボディースキャナーを導入するとともに、増加する
外国人観光客への対応を図るため、免税売店をリニューアルしたほか、国際線搭乗待合
席の座席を168席から192席に増設した。安全・安心を最優先とした施設運営に努め、利用
客の利便性と快適性の向上に努めた。

法人所管課による評価

　平成30年度松山空港の利用者は、国内線302万人、国際線10万人で、合計312万人とな
り、5年連続で過去最高を更新した。乗降客数の増加や国際線就航便数の増加等により、
テナント賃料や免税売店の売上高、空港施設・設備の使用料収入が増加し、昨年度に比
べ6.9％の増収を確保し、安定した経営を行っている。設備投資についても、館内の案内表
示の改修、みきゃんガーデンの設置、天井の耐震化工事の実施、免税売店のリニューア
ルなど施設の充実を図り、利用者の利便性向上に努め、愛媛の空の玄関口として、魅力
ある空港づくりに取り組んでいる。

①30年度の財務状況は、29年度と比較して、当期純利益が15,731千円、利益剰余金が197,949千円増加している。
＊松山空港では、国際線運航便数の増加等により乗降客数が増加しており、テナント賃料、免税売店の売上高及び空港
＊施設・設備の使用料収入の増加等により、安定した経営が行われている。
②空港設備については、天井の耐震化工事や国際線保安検査場へのボディースキャナー導入などの安心・安全対策を
＊実施しているほか、館内の案内表示の改修や国際線搭乗待合室の座席の増設などの利便性・快適性の向上にも取り
＊組んでいる。
＊引き続き、更なる安全性と利便性の向上に取り組み、愛媛の空の玄関口として、魅力ある空港づくりに努めること。
③フェイスブックを活用し、空港利用案内のみならず、観光案内も行っていることは評価できる。引き続き、ホームページ
＊やＳＮＳなどの多様な媒体を活用した効果的な情報発信に努め、松山空港利用者の拡大を図ること。
＊なお、ホームページ等での財務状況に関する情報の提供に当たっては、説明責任を果たす観点から、正確で分かりや
＊すい表現に努めるほか、事業ごとの収支等の記載にも努めること。

取り組むべき課題 当社ホームページ、Facebookを活用して積極的に最新情報を発信している。

取
組
内
容
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